
平成 30 年度

決 算 報 告 書

川崎市住宅供給公社



川崎市住宅供給公社

(単位：円)

前期決算額 当期決算額

3,710,486,310 3,362,613,674

3,565,215,628 3,208,073,935

148,850,108 161,064,585

6,145,193 2,913,436

△ 9,724,619 △ 9,438,282

9,128,761,445 10,037,493,355

8,665,036,237 8,528,376,026

9,538,047,002 9,538,047,002

△ 1,497,848,175 △ 1,614,599,098

1,013,770,123 1,013,770,123

△ 359,392,743 △ 378,293,844

△ 41,710,219 △ 41,710,219

12,170,249 11,162,062

338,212,739 338,414,526

112,187,163 112,187,163

△ 34,234,706 △ 36,862,651

248,892,159 248,892,159

33,819,437 27,663,437

△ 22,451,314 △ 13,465,582

7,509,621 2,617,863

7,509,621 2,617,863

118,002,848 1,168,084,940

－ －

50,010,000 1,100,010,000

67,992,848 68,074,940

12,839,247,755 13,400,107,029

科 目

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

そ の 他 の 資 産

長 期 有 価 証 券

[ 資 産 合 計 ]

土 地 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

長 期 定 期 預 金

長 期 前 払 費 用

減 価 償 却 累 計 額

建 物 等 資 産

賃 貸 施 設 資 産

賃 貸 住 宅 資 産

減 価 償 却 累 計 額

そ の 他 流 動 資 産

賃 貸 事 業 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

貸 借 対 照 表

流 動 資 産

未 収 金

平成31年3月31日現在

減 価 償 却 累 計 額

( 一 般 会 計 )

減 損 損 失 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

そ の 他 の 固 定 資 産

1



(単位：円)

前期決算額 当期決算額

499,497,193 795,178,090

458,361,824 754,113,935

40,967,135 40,906,738

168,234 157,417

2,416,501,747 2,456,507,768

186,213,719 188,079,303

422,413,638 411,358,482

1,213,303,501 1,261,500,201

209,386,380 223,192,080

1,003,917,121 1,038,308,121

594,570,889 595,569,782

2,915,998,940 3,251,685,858

10,000,000 10,000,000

9,913,248,815 10,138,421,171

4,113,853,388 4,113,853,388

65,366,000 65,366,000

4,048,487,388 4,048,487,388

4,692,545,427 4,917,717,783

1,106,850,000 1,106,850,000

1,106,850,000 1,106,850,000

9,923,248,815 10,148,421,171

12,839,247,755 13,400,107,029

科 目

［ 負 債 合 計 ］

計 画 修 繕 引 当 金

流 動 負 債

未 払 金

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 の 流 動 負 債

預 り 金

負 債 及 び 資 本 合 計

固 定 負 債

預 り 保 証 金

特 定 目 的 積 立 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 産 価 額 適 正 化 評 価 差 額 金

非 償 却 資 産 取 得 金

そ の 他 固 定 負 債

資 本 金

［ 資 本 合 計 ］

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 等 積 立 金

引 当 金

繰 延 建 設 補 助 金
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自 平成30年4月 1日 川崎市住宅供給公社

至 平成31年3月31日 (単位：円)

前期決算額 当期決算額

3,915,335,054 4,091,408,595

－ －

－ －

－ －

642,934,313 638,280,953

568,733,968 562,532,971

210,563,021 203,516,250

158,890,410 158,048,746

199,280,537 200,967,975

74,200,345 75,747,982

3,246,228,850 3,425,094,589

3,121,322,233 3,311,875,418

124,906,617 113,219,171

26,171,891 28,033,053

26,171,891 28,033,053

3,592,815,835 3,761,121,169

－ －

－ －

－ －

387,328,676 372,448,787

340,796,286 328,117,809

120,856,083 118,473,852

117,768,715 114,993,343

102,171,488 94,650,614

46,532,390 44,330,978

3,175,771,949 3,358,731,842

3,060,848,759 3,249,467,540

114,923,190 109,264,302

29,715,210 29,940,540

29,715,210 29,940,540

95,926,691 96,802,043

226,592,528 233,485,383

科 目

事 業 原 価［ｂ］

そ の 他 事 業 原 価

一 般 管 理 費［ｃ］

事 業 利 益 ［ｄ＝ａ－ｂ－ｃ］

分 譲 事 業 原 価

市 営 住 宅 管 理 事 業 収 益

事 業 収 益［ａ］

賃 貸 管 理 事 業 収 益

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 収 益

一 般 分 譲 住 宅 事 業 収 益

住 宅 宅 地 分 譲 事 業 収 益

民 間 提 携 住 宅 管 理 事 業 原 価

市 営 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 住 宅 管 理 事 業 原 価

民 間 提 携 住 宅 管 理 事 業 収 益

高 優 賃 住 宅 管 理 事 業 原 価

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業 原 価

管理受託住宅管理事業原価

分 譲 事 業 収 益

ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾅ ｰ ｼ ｯ ﾌ ﾟ 事 業 原 価

ﾊ ﾟ ｰ ﾄ ﾅ ｰ ｼ ｯ ﾌ ﾟ 事 業 収 益

一 般 分 譲 住 宅 事 業 原 価

住 宅 宅 地 分 譲 事 業 原 価

賃 貸 施 設 等 管 理 事 業 原 価

( 一 般 会 計 )

損 益 計 算 書

賃 貸 管 理 事 業 原 価

賃 貸 住 宅 管 理 事 業 原 価

一 般 賃 住 宅 管 理 事 業 収 益

高 優 賃 住 宅 管 理 事 業 収 益

特 優 賃 住 宅 管 理 事 業 収 益

賃 貸 施 設 管 理 事 業 収 益

そ の 他 事 業 収 益

管理受託住宅管理事業収益
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(単位：円)

前期決算額 当期決算額

1,175,845 2,570,157

905,169 941,707

270,676 1,628,450

9,038,580 10,883,184

△ 791,663 129,315

9,830,243 10,753,869

218,729,793 225,172,356

－ －

－ －

－ －

－ －

218,729,793 225,172,356

科 目

特 別 利 益［ h ］

固 定 資 産 売 却 益

当 期 純 利 益［j＝ｇ＋ｈ－ｉ］

固 定 資 産 除 却 損

特 別 損 失［ i ］

貸 倒 損 失 引 当 金 繰 入

経 常 利 益［ｇ＝ｄ＋ｅ－ｆ］

雑 損 失

そ の 他 経 常 費 用［ｆ］

雑 収 入

受 取 利 息

そ の 他 経 常 収 益［ｅ］
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自 平成30年4月 1日 川崎市住宅供給公社

至 平成31年3月31日 (単位：円)

前 年 度 本 年 度

4,113,853,388 4,113,853,388

－ －

4,113,853,388 4,113,853,388

4,520,552,987 4,692,545,427

171,992,440 225,172,356

218,729,793 225,172,356

△ 46,737,353 －

－ －

4,692,545,427 4,917,717,783

1,060,112,647 1,106,850,000

46,737,353 －

46,737,353 －

1,106,850,000 1,106,850,000

9,694,519,022 9,913,248,815

218,729,793 225,172,356

9,913,248,815 10,138,421,171

期 末 残 高

合
計

期 首 残 高

当期増加高又は減少高

期 末 残 高

特
定
目
的
積
立
金

利益剰余金からの積立による増加高

当期増加高又は減少高

期 首 残 高

期 末 残 高

期 首 残 高

当期純利益
利
益
剰
余
金

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 首 残 高

資本剰余金への振替による減少高

賃貸住宅管理事業等積立金への積立による減少高

剰 余 金 計 算 書

項 目

資
本
剰
余
金

( 一 般 会 計 )

当 期 増 加 高 又 は 減 少 高

期 末 残 高
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川崎市住宅供給公社

平成30年4月1日から平成31年3月31日 (単位：円)

前 年 度 本 年 度

事業活動によるキャッシュ・フロー △ 149,404,021 696,442,155

分譲事業活動による収支 － －

住宅宅地分譲事業の収支 － －

一般分譲住宅事業の収支 － －

－ －

－ －

賃貸管理事業活動による収支 428,024,278 463,590,718

賃貸住宅管理事業の収支 373,066,794 404,925,682

特優賃住宅管理事業の収支 159,520,364 149,795,072

205,922,571 205,132,569

△ 46,402,207 △ 55,337,497

高優賃住宅管理事業の収支 68,186,078 102,413,835

116,975,767 150,176,310

△ 48,789,689 △ 47,762,475

一般賃住宅管理事業の収支 145,360,352 152,716,775

199,378,625 202,216,590

△ 54,018,273 △ 49,499,815

賃貸施設管理事業の収支 54,957,484 58,665,036

77,372,380 79,040,839

△ 22,414,896 △ 20,375,803

管理受託住宅管理事業活動による収支 △ 293,125,395 453,923,940

市営住宅管理事業の収支 △ 288,845,683 414,445,063

3,483,498,900 3,544,734,800

△ 3,772,344,583 △ 3,130,289,737

民間提携住宅管理事業の収支 △ 4,279,712 39,478,877

2,193,372,454 2,058,678,838

△ 2,197,652,166 △ 2,019,199,961

その他の事業活動による収支 △ 11,363,007 3,056,053

受託事業・賃貸駐車場の収支 △ 11,363,007 3,056,053

11,667,854 28,720,778

△ 23,030,861 △ 25,664,725

△ 100,555,381 △ 97,098,002

△ 73,872,238 △ 77,732,425

その他経常損益に係る収支 △ 6,760,420 560,105

－ －

△ 91,751,858 △ 49,858,234その他の収支

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

一般管理費に係る収支

その他事業による支出

キャッシュ・フロー 計算書

区 分

分譲住宅の譲渡による収入

分譲住宅事業による支出

( 一 般 会 計 )

その他事業による収入

管理受託住宅事業による支出

管理受託住宅事業による収入

管理受託住宅事業による支出

管理受託住宅事業による収入

賃貸管理事業による収入

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による支出

賃貸管理事業による収入

預り保証金に係る収支

特別損益に係る収支
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(単位：円)

前 年 度 本 年 度

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,521,040 △ 1,001,583,032

事業資産形成活動による収支 － －

分譲事業資産形成による収支 － －

一般分譲住宅資産形成の収支 － －

－ －

－ －

賃貸事業資産形成による収支 － －

特優賃住宅資産取得の収支 － －

－ －

高優賃住宅資産取得の収支 － －

－ －

一般賃住宅資産取得の収支 － －

－ －

賃貸施設資産売却の収支 － －

－ －

事業用土地資産形成による収支 － －

有価証券等の取得・償還等による収支 － △ 1,000,010,000

－ －

－ －

－ －

－ △ 1,000,010,000

その他投資活動による収支 △ 6,521,040 △ 1,573,032

△ 6,521,040 △ 1,490,940

有形固定資産形成による収支 △ 2,926,800 －

無形固定資産形成による収支 △ 3,594,240 △ 1,490,940

その他の固定資産形成による収支 － －

その他の収支 － △ 82,092

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,819,880 △ 2,010,816

△ 2,819,880 △ 2,010,816

賃貸管理事業に係る借入金の返済による支出 － －

その他の事業に係る借入金の返済による支出 △ 2,819,880 △ 2,010,816

△ 158,744,941 △ 307,151,693

3,773,970,569 3,615,225,628

3,615,225,628 3,308,073,935

前 期 繰 越 金

事業活動に係る資金の返済による支出

当 期 中 の 資 金 収 支 合 計

分譲住宅建設による収入

賃貸住宅建設による支出

分譲住宅建設による支出

賃貸住宅建設による支出

賃貸住宅建設による支出

定期預金の取得による支出

有価証券の償還等による収入

有価証券の取得等による支出

賃貸施設売却による収入

定期預金の解約による収入

有形固定資産形成による収支

(現金及び現金同等物)

(現金及び現金同等物)

次 期 繰 越 金

区 分
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(脚注1)

このキャッシュ・フロー計算書における次期繰越金（現金及び現金同等物）と、貸借

対照表に掲記されている｢流動資産/現金･預金・有価証券｣及び「固定資産／定期預金・

有価証券」項目との関係は下表のとおりである。 (単位：円)

前 年 度 本 年 度

次 期 繰 越 金 3,615,225,628 3,308,073,935

流動資産 3,565,215,628 3,208,073,935

現金・預金 1,565,215,628 1,708,073,935

定期預金 2,000,000,000 1,500,000,000

固定資産 50,010,000 100,000,000

長期定期預金 － －

長期有価証券 50,010,000 100,000,000

その他の資金 － 1,000,010,000

流動資産 － －

定期預金 － －

有価証券 － －

固定資産 － 1,000,010,000

長期定期預金 － －

長期有価証券 － 1,000,010,000

3,615,225,628 4,308,083,935

貸 借 対 照 表 科 目

合 計
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1 重 要 な 会 計 方 針

1 有価証券の評価基準及び評価方法 1 有価証券の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

2 分譲事業資産の評価基準及び評価方法 2 分譲事業資産の評価基準及び評価方法

(1)分譲資産及び分譲資産建設工事 (1)分譲資産及び分譲資産建設工事

個別法による低価法 同 左

3 固定資産の減価償却の方法 3 固定資産の減価償却の方法

(1)賃貸事業資産 (1)賃貸事業資産

定額法
・耐用年数：鉄骨鉄筋コンクリート造の住宅 50年
ほか

(2)有形固定資産 (2)有形固定資産

建物等資産 定額法・定率法
その他の資産 定率法
その他の有形固定資産
・耐用年数：法人税法に規定する耐用年数

(3)無形固定資産 (3)無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては社内における利
用可能期間(5年)に基づく定額法によっている。

4 引当金の計上基準 4 引当金の計上基準

(1)計画修繕引当金 (1)計画修繕引当金

賃貸住宅資産の経年劣化等に対処するために、将来
の一定期間内に計画的に実施する修繕工事に要する費
用の総額(計画総額)を基礎として計上する。毎期、計
画総額と計画修繕引当金の期末残高の差額を、当該一
定期間内に均等に配分した額を繰入れている。

(2)貸倒引当金 (2)貸倒引当金

賃貸管理事業収入未収金、長期事業未収金その他こ
れに準ずる債権の貸倒れによる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念
債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検
討して、回収不能見込額を計上している。

(3)退職給付引当金 (3)退職給付引当金

職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合及
び自己都合に公社都合を付加調整の退職による期末要
支給額の全額を計上している。

5 特定目的積立金 5 特定目的積立金

(1)賃貸住宅管理事業等積立金 (1)賃貸住宅管理事業等積立金

賃貸住宅管理事業等積立金は、将来の家賃相場の変
動や金利の上昇等による損失に備え、当期総利益の範
囲内で理事会等の決議に基づき計上している。
当期繰入額： 46,737,353円 当期繰入額： -円
当期取崩額： -円 当期取崩額： -円

6 収益及び費用の計上基準 6 収益及び費用の計上基準

(1)分譲事業収益及び費用 (1)分譲事業収益及び費用

収益は物件の引渡日をもって計上し、費用は発生の
事実に基づいて計上している。

(2)賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用 (2)賃貸管理事業及びその他事業の収益及び費用

収益は期間または契約等により定められた役務の給

付をもって計上し、費用は発生した事実に基づいて計

上している。

(3)その他の収益及び費用 (3)その他の収益及び費用

収益は実現主義に基づき、費用は発生主義に基づき
計上している。

7 建設期間中の支払利息等の原価算入方法 7 建設期間中の支払利息等の原価算入方法

分譲資産建設工事及び賃貸資産建設工事
分譲資産及び賃貸資産の建設工事に関連する借入金
の利息及び特定の販売管理費用で、当該建設工事完了
までのうち正常な期間内のものは、原価に算入してい
る。

注 記 事 項
( 一 般 会 計 )

前 年 度 当 年 度

(自平成29年4月1日 至平成30年3月31日) (自平成30年4月1日 至平成31年3月31日)

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左

同 左
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8 リース取引の処理方法 8 リース取引の処理方法

リース取引に係る会計処理については、｢地方住宅供給
公社会計基準｣の改訂(平成20年3月14日)に基づき、ファ
イナンスリース取引については、原則として、通常の売
買取引に係る方法に準じて会計処理を行っている。ただ
し、個々のリース資産の重要性が乏しいと認められる場
合には、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理
を行っている。

9 消費税等の会計処理方法 9 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により
行っている。

その他重要な事項 その他重要な事項

前 年 度 当 年 度

(自平成29年4月1日 至平成30年3月31日) (自平成30年4月1日 至平成31年3月31日)

同 左

なし

同 左

10 10

なし
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2 補 足 情 報

Ⅰ貸借対照表に関する事項 Ⅰ貸借対照表に関する事項

1 預金のペイオフについて 1 預金のペイオフについて

預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の 預金のペイオフに係る借入金相殺額及び預金保険等の
限度超過額 限度超過額

預 金 の 額 2,019百万円 (Ａ) 預 金 の 額 1,513百万円 (Ａ)
借入相殺の額 -円 (Ｂ) 借入相殺の額 -円 (Ｂ)
預金保険の額 29百万円 (Ｃ) 預金保険の額 23百万円 (Ｃ)
超 過 額 1,990百万円 (Ａ－Ｂ－Ｃ) 超 過 額 1,490百万円 (Ａ－Ｂ－Ｃ)

2 保証債務額について 2 保証債務額について

(1)保証債務の内容 (1)保証債務の内容
民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構 民間提携事業に係る土地所有者の住宅金融支援機構
借入金の保証債務 借入金の保証債務
(2)保証債務の額 (2)保証債務の額
525百万円 500百万円

3 賃貸事業資産について 3 賃貸事業資産について
「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準及び注 「地方住宅供給公社に係る減損会計処理基準及び注
解」に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資 解」に基づき、減損処理に係る会計処理を行った資
産の状況は以下のとおりである。 産の状況は以下のとおりである。

減損の兆候 減損の認識 減損の計上 減損の兆候 減損の認識 減損の計上

1 特別損益の主要なものについて 1 特別損益の主要なものについて

(1)固定資産売却益の内訳 (1)固定資産売却益の内訳

なし なし

(2)固定資産除却損の内訳 (2)固定資産除却損の内訳

なし なし

(3)減損損失の内訳 (3)減損損失の内訳
固定資産の減損については、「地方住宅供給公社
に係る減損損失会計処理基準」を適用している。 同 左

なし なし

1 資産除去債務に係る事項について 1 資産除去債務に係る事項について

当公社では、川崎市との定期借地権設定契約によ
り土地（851.59㎡）を借地し、賃貸施設を建設し、
その施設を賃借人に賃貸している。当該土地につい
ては、川崎市との契約に基づき借地期間満了時に 同 左
原状回復義務が課されている。
したがって、公社会計基準「資産除去債務に関する

実務指針」に基づき、以下の会計処理を行っている。
・定期借地期間 ・定期借地期間

平成15年11月1日から平成67年10月30日 平成15年11月1日から平成67年10月30日
・将来キャッシュ・フロー 割引率 ・将来キャッシュ・フロー 割引率

26,560,000円 1.53% 26,560,000円 1.53%
・当初の計上雑損失（過年度減価償却相当額） ・当初の計上雑損失（過年度減価償却相当額）

2,006,930円 2,006,930円
・当初の資産除去債務額及び除去費用 ・当初の資産除去債務額及び除去費用

14,524,815円 14,524,815円
・本年度期首残高 ・本年度期首残高

15,201,757円 15,434,344円
・時の経過による調整額 ・時の経過による調整額

232,587円 236,145円
・資産除去債務期末残高 ・資産除去債務期末残高

15,434,344円 15,670,489円

9団地 なし なし なし

6か所 1か所 なし なし

賃貸住
宅資産

9団地 なし なし なし
賃貸住
宅資産

賃貸施
設資産

6か所 1か所 なし なし
賃貸施
設資産

(自平成30年4月1日 至平成31年3月31日)

Ⅲその他の補足情報 Ⅲその他の補足情報

減損処理の状況
種別

資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

減損処理の状況

前 年 度 当 年 度

Ⅱ損益計算書に関する事項 Ⅱ 損益計算書に関する事項

種別
資産の
ｸﾞﾙｰﾌﾟ数

(自平成29年4月1日 至平成30年3月31日)
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